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このレポートでは自動車を次のように分類する。電気自動車（EV: Electric Vehicle）は、バッテ
リーからの電気のみで動くバッテリー車(BEV: Battery Electric Vehicle)と、外部から充電可能なバッ
テリーシステムと内燃エンジンの両方を持つプラグイン・ハイブリッド車(PHV: Plug-in Hybrid 
Electric Vehicle）の二つを含む。また、内燃機関のみを持つ自動車（例えば、ガソリン車とディーゼ
ル車）を内燃自動車（ICE: Internal Combustion Engine）、外部からの充電はできないが電動部分を持
つ自動車をハイブリッド車(HEV: Hybrid Electric Vehicle)とする。水素燃料電池車を、燃料電池車
（FCV: Fuel Cell Electric Vehicle）と呼ぶ。 
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１. はじめに 

昨今、世界的に電気自動車（EV）の普及拡大の機運が高まっている。大都市を中心に広がる大気汚
染対策と、気候変動対策の進展によるところが大きいが、技術発展によって蓄電池のコストが大幅に
低下したことも影響している。国際エネルギー機関(IEA)によると、2015 年世界のエネルギー起源の
CO2 排出のうち、交通部門からの排出は 24％に上り、自動車はそのうち 75％を占める 1。自動車の
EV シフトは、電力の脱炭素化と共に進めば脱炭素社会実現への大きなステップとなる。 

自動車の EV 化には、CO2 排出削減以外にも多くのメリットがある。第一に挙げられるのは、大気
汚染対策をはじめとする環境面での効果である。特に大量の車が走行する大都市にとって、汚染物質
を排出しない EV へのシフトは、大気汚染対策として大きな効果が期待できる。OECD によると、中
国では大気汚染により年間 90 万人が早期死亡しているという 2。中国において EV 導入が進む大きな
要因とされる。また、近年ディーゼル問題に揺れた欧州では、年間 34 万人が大気汚染により早期死亡
したといわれている 2。ヨーロッパの都市が内燃自動車廃止政策を打ち出す背景である。 

第二のメリットは、ビジネスチャンスの創出である。EV シフトがもたらす膨大な新車需要は、中国
をはじめとする後発で自動車産業を育てようとする国や企業にとって魅力的な新ビジネスである。比
較的新規参入が容易とされる電気自動車産業を主力産業に育てることは、大きな産業・経済戦略とな
る。一方、日本など既存の内燃機関をベースとした自動車産業を持つ国にとっては、戦略次第ではリ
スクとなる可能性もある。第三は、ますます大きくなる需要家にとってのメリットである。EV は環境
の面（大気汚染ゼロ、静音、静振）でも、経済的にも（低下しつつある価格、燃[電]費の良さ、維持費
の安さ）、乗り心地のよい優れた交通手段となりつつある。第四に、EV は蓄電池としても活用でき
る。EV は、災害時における家庭への給電や、蓄電池(energy storage)として自然エネルギーを促進する
役割も担う。 

現在、EV の課題は購入時のコスト高、航続距離の短さ、充電時間の長さ、充電場所の数などが挙げ
られるが、こうした問題点は急速に解決されつつあり、2025 年前後から内燃自動車から EV へのシフ
トが急激に進むと予想されている。 

このレポートでは、EV の気候変動対策としての役割を考えるうえで必要な、EV 普及の現状や普及
政策を概観し、EV シフトが気候変動対策として効果を上げるための条件や課題、今後の方向を整理し
た。本レポートが、日本における EV 普及の一助となれば幸いである。 
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２. 気候変動と EV 

２-１ 運輸部門からの CO2排出とパリ協定 

2015 年のパリ協定において、世界各国は人為起源の温室効果ガス（GHG）排出によって引き起こさ
れる世界平均気温の上昇を、2℃を十分下回るレベルで抑えることに合意した。その為には、21 世紀の
後半のなるべく早いうちに GHG 排出を実質ゼロにしなければならない 3。IEA によると、運輸部門
は、2015 年に世界の最終エネルギー消費の 28％4、エネルギー起源の CO2 排出の 24％を占める 1(図
2-1)。さらに、その CO2 排出は、毎年約 2.5％ずつ増加している 4。2℃未満目標を達成するために
は、次の 10 年以内に運輸部門からの CO2 排出の増加をいち早く止め、大幅減少へと転じなければな
らない 4。特に、先進国は 2025 年までに 2015 年比 20％以上減らす必要があるとされる 4。 

IEA によると、運輸部門におけるエネルギー消費の 92％は石油であり、世界の石油消費の 65％を占
める 4。運輸部門の中では、自動車による CO2 排出が最も大きく 75％1 に上ることから、その対策の重
要性は高い(図 2-1)。現在、発展途上国における一人当たりの交通需要が先進国に比べて格段に低いこ
とから、発展途上国の交通需要は、経済発展と共に今後大きく伸びると予想されている。この伸び
が、内燃自動車により満たされれば CO2 排出の大幅な増加につながる可能性がある。 

図 2-1 世界のエネルギー起源の CO2排出（2015 年） 

 

出典：IEA「CO2 emissions from fuel combustion」1 より自然エネルギー財団が作成 
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IEA の CO2 排出予測によれば、既存の政策によるトレンド（レファレンスシナリオ）では、運輸部
門のエネルギー消費は、2060 年までに 2015 年比で 46％増となり、CO2 排出は 52％増となる（図 2-
2）4。これを、パリ協定で合意された世界平均気温の上昇を 2℃未満（50％の確率で 1.75 度以下： 
B2DS シナリオ）で抑えるためには、2060 年までに運輸部門からの CO2 排出を 2015 年比 83％以上削
減しなければならない（図 2-2）。これを実現するためには、2060 年までに世界の乗用車・小型商用車
の CO2 排出を 2015 年比 92％削減、トラックでは 91％削減する必要がある 4（図２-2; 表２-1）。ま
た、先進国（OECD）は、運輸部門の CO2 排出を 2060 年までに 2015 年比で 95％削減する必要があ
るとされる 4。この運輸部門の CO2 排出の大幅削減に対して、EV は経済的にも技術的にも最も適した
オプションであると言われている 4。 

図 2－2 交通モードごとの二酸化炭素排出削減量 
２℃未満達成シナリオ（B2DS）とレファレンスシナリオ（RTS） 

 

出典：IEA「Energy technology perspectives 2017」4 より自然エネルギー財団が作成 

 
 

表 2-1 2℃未満（B2DS）達成に 2060 年までに必要な CO2排出削減率（2015 年比） 
 2、３輪車 乗用車等 トラック バス 鉄道 航空 船舶 

削減率 >100% 92% 91% 93% >100% 85% 71% 

注）乗用車等＝乗用車、小型商用車 (LDV: Light Duty Vehicle)。「＞100％」は、バイオ燃料を使った CCS 付き火力発
電などによるネガティブ CO2 排出を含む 4。 

出典：IEA 「Energy Technology Perspectives 2017」4 より自然エネルギー財団が作成 
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２-２ EVのエネルギー消費と CO2排出 

バッテリー車(BEV)が、本当にエネルギー、CO2 排出の点で他の自動車に比べて優位なのかを見て
いこう。ガソリン車（内燃自動車: ICE）、ハイブリッド車(HEV)、燃料電池車(FCV)と比較した際のエ
ネルギー消費量、CO2 排出量を示したのが表 2－2 である。 

走行時のエネルギー消費は（1km 走行するために必要な燃料／電気／水素のエネルギー量）、バッテ
リー車（リチウムイオンバッテリー）が最も少なく 0.36MJ である。ガソリン車はその 4.5 倍、燃料電
池車でも 2 倍のエネルギーを必要とする（表 2-2）5。これは、ガソリン車のエンジンの効率および燃
料電池車の水素から電気に変える効率にくらべて、バッテリー車のバッテリーの充放電効率とモー
ターの効率が良いためである。また、バッテリー車は、ブレーキ時に車の運動エネルギーをより多く
バッテリーに回収（回生）することでエネルギー効率を高めることができる *。 

表 2-2 日本での 1km 走行あたりの自動車のエネルギー消費と CO2排出量 

 
バッテリー車

(BEV) 
ガソリン車 

(ICE) 
ハイブリッド車 

(HEV) 
燃料電池車 

(FCV) 

走行時のエネルギー効率 
(MJ/km) 5 

0.36 1.69 1.09 0.73 

走行時・燃料製造時を含めた 
CO2排出量 5,6 
(g-CO2/km) 

55(59) 147(132) 95(69) 78 から 132 

注）電気は 2009 年度の電力ミックスを使用 5。カッコ内は経産省より（2015 年の値）6。 

出典：日本自動車研究所「総合効率と GHG 排出の分析」(JC08 モード)5、経済産業省「経済産業省. 自動車新時代戦略
会議（第１回）資料」6 より 

 

一方、CO2 排出を考える場合には、走行時の排出だけではなく燃料となるガソリンや、電気、水素
の製造工程での CO2 排出も加えて算定する必要がある（Well to Wheel）。電気の場合、2015 年の日本
の電源の化石燃料構成は、石炭 32％、ガス 40％、石油 12％であったから、1kWh あたりの二酸化炭素
排出量（排出係数）は 0.531kg-CO2/kWh7 となる。すると、EV 走行用の電気からの CO2 排出は 59 g-
CO2/km となる 6。つまり、EV は、ガソリン車の排出の半分以下、ハイブリッド車 、燃料電池車の排
出より少なくなる（表 2-2）5,6。しかし、中国のように発電における石炭の比率が高いと（2015 年；
石炭 70％、ガス 2％、石油０％）、中国での EV 走行用の電気からの CO2 排出も 82g-CO2/km と高く
なる。これは、ハイブリッド車の排出より高い（表 2-2、図 2-3）6。一方、EU は発電の脱炭素化が進
んでいるため（2015 年；石炭 26％、ガス 16％、石油 2％）、EU 内での EV 走行用の電気からの CO2

排出（34 g-CO2/km）は、日本内での EV 走行用の電気およびハイブリッド車の CO2 排出よりずっと
低くなる（表 2-2、図 2-3）6。  

                                                      
* ハイブリッド車でも回生ブレーキは使われるが、バッテリーが小さいため効果はバッテリー車に比べ小さい。 
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さらに、各国の 2030 年のエネルギー政策目標が実現した場合のシナリオ（IEA 新政策シナリオ）8

では、発電の化石燃料構成が、日本は石炭 26％ガス 27％石油 3％、中国は石炭 48％ガス 7％石油
0％、ヨーロッパは石炭 12％ガス 22％石油 1％であるから、EV 走行用の電気の CO2 排出はそれぞれ
39 g-CO2/km、49 g-CO2/km、22 g-CO2/km となる。つまり、2030 年の時点で、現在の政策目標が実
現すれば、中国でも EV が現在のハイブリッド車の CO2 排出より少ない自動車になることがわかる
（図 2-3）。 

また、世界の気温上昇を 2 度で抑え、かつ持続可能な発展をするシナリオ（IEA 持続可能な発展シナ
リオ）8 によると、2030 年の時点で新政策シナリオよりさらに脱炭素化が必要となり（日本は石炭 8％
ガス 28％石油 1％; 中国は石炭 29％ガス 8％石油 0％; ヨーロッパは石炭 5％ガス 18％石油 0％）8、
EV 走行用の電気からの CO2 排出もそれぞれ 22 g-CO2/km、31 g-CO2/km、13 g-CO2/km となる（図
2-3）。このレベルの電源の脱炭素化が達成されると、EV は明らかに最も CO2 排出の少ない自動車とな
る（図 2-3）。 

図２-３ ガソリン車、ハイブリッド車、EV（系統電源）からの CO2排出量（2015 年と 2030 年） 

 

注）2030 年は、IEA による「新政策シナリオ(N)」と「持続可能な開発シナリオ(S) 」8 から計算。新政策シナリオは各
国政府のターゲットを反映し、「持続可能な開発シナリオ（S）」は気温上昇を 2 度に抑えつつ SDGs に沿った発展をす
るシナリオ 8。赤矢印は、ガソリン車が、2 度目標を達成するために、今後 20 年で必要な効率改善の割合を示す 4。 

出典：IEA「World Energy Outlook 2017」8、経産省「自動車新時代戦略会議（第１回）資料」6 より財団が作成 
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図 2-4 車体・バッテリー製造時も含めた自動車からの CO2排出量算定 

 

注）「燃料サイクル」は、ガソリンおよび電気製造時の CO2 排出を指す。廃車時の排出は含まれていない 9。棒グラフ上
の線は、リチウムバッテリー製造時の CO2 排出算定結果に幅があることを示す。車のライフタイムにおける走行距離を
15 万キロ以上とする。 

出典：ICCT(International Council on Clean Transpotation)「Effects of battery manufacturing on electric vehicle life-
cycle greenhouse gas emissions」9 より 

走行時と燃料製造時の排出を合計する”Well to Wheel”での比較に加え、もう一つ見ておく必要があ
るのは、車体やバッテリーの製造時の排出も加味した場合（ライフサイクル分析）の比較である 9。欧
州各国について、この比較をしたのが図 2-4 である。内燃自動車では走行時の排出（テールパイプ排
出）と燃料製造時の排出に加え、車体等の製造過程の排出が加わっている。一方、バッテリー車では
走行時の排出はないが、燃料製造時（つまり発電時）の排出+車体等の製造時の排出にバッテリー製造
時の排出が加わっている（図 2-4）。 

バッテリー製造時の CO2 排出の見積もりは、様々な条件によって異なるために注意が必要だが 9、
ここでは、現在、世界のバッテリー生産の高いシェアを占める日本や韓国でバッテリーを製造した場
合の CO2 排出量 175kgCO2/kWh を、各国共通の排出量として使っている 9。30kWh のバッテリーを積
んだ EV では、バッテリーの寿命を考慮すると、バッテリー製造に伴う追加的な EV からの CO2 排出
は 35g-CO2/km と算定される 9。 

車体等の製造時の排出量は国により大きく差がでない想定になっているため、ここでは各国の排出
量の違いは、各国における EV 走行用の電気の排出係数の違いだけを反映している 9。フランスやノル
ウェーの様に排出係数の低い国々では、現状のライフサイクル分析においても EV からの CO2 排出が
最も少ない。しかし、これまで相対的に石炭火力発電の比重が大きく、排出係数が高かったドイツで
では、最高効率の内燃自動車と同程度となるが、内燃自動車の EU 平均よりはかなり低いレベルであ
る。（図 2-4）。 
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ちなみに、日本の排出係数はドイツより若干高い程度（日本 531 g-CO2/kWh7、ドイツ 500ｇ-
CO2/kWh10）であるため、日本のバッテリー自動車のバッテリー製造も含めた CO2 排出はドイツの値
を参照できる。つまり、日本でもバッテリー製造、走行、発電時の排出を含めるバッテリー車の CO2

排出は、効率のよい内燃自動車と同程度の CO2 排出となる。 

図 2-4 の分析では、バッテリーと車体等の製造時の CO2 排出量は、どの国でも等しく扱われている
が、注意すべきなのは、今後はライフサイクル分析での差別化を行うために、電気の排出係数が低い
国、つまり電力の脱炭素化が行われている国にバッテリー生産がシフトしていく可能性があること
だ。バッテリー製造には大量の電気を消費するから、そのインパクトは大きい。すでに、スウェーデ
ンの企業 Northvolt は、バッテリー製造時の CO2 排出を最小限にするため、鉱山の近くにバッテリー
製造工場を建設し、水力発電によって得られた電気を使ってバッテリー製造を行うギガファクトリ―
の建築に着手している 11。 

以上の分析からもわかるのは、自動車の脱炭素化を進めるためには、EV 化と同時に、EV 製造時及
び走行時に必要な電力の脱炭素化を合わせて進めていかなければならないということである。 
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３. 世界の EV普及の現状 

３-１各国の EV台数の現状 

近年、世界的に EV 乗用車等の販売台数が急速に伸びている（図 3-1）。IEA によると、2017 年に
は、世界の主要な EV 市場における販売台数は、前年から 54％伸び、初めて 100 万台を超えた（図 3-
1）12。EV 市場の大きさとしては、中国、ヨーロッパ、北アメリカ、日本の順となっており、2017 年
は、どの市場においても EV の台数が大幅に伸びた（図 3-1）12。 

その中でも、中国は 2014 年以降、世界で最も台数を伸ばしており、2017 年には EV 販売台数 58 万
台（EV 比率 2.2％）を記録、世界の EV 販売の 50.4％を占める世界最大の EV 市場となった（図 3-1）12。
2017 年の中国の EV 販売内訳をみると、バッテリー車が 81％、プラグイン・ハイブリッド車が 19％と
バッテリー車の比率が高い。（表 3-1）12。 

図 3-1 2011 年から 2017 年の世界の EV販売台数の推移 

  

出典：IEA「Global EV Outlook 2018」12 より 

次に大きな市場は、ヨーロッパ *である（図 3-1、表 3-1）。ヨーロッパでは、2017 年に 23.5 万台の
EV が販売された（表 3-1）12。その中でも、ノルウェーは販売台数がヨーロッパで最も多く 6.2 万台で
あり、通年で EV の販売シェアが 39.2％に達している 12。以下、ドイツ、イギリス、フランスと続く
（表 3-1）。 
  

                                                      
* ヨーロッパは、ノルウェー、ドイツ、イギリス、フランス、オランダ、フィンランド、ポルトガル、スウェーデンの合計値（表 3-
1）。 
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表 3-1 2017 年の各地域・国の EV(バッテリー車・プラグイン・ハイブリッド車)販売台数、販売シェア、
EVの内訳（％） 

地域・国 
EV 

販売台数 
(千台) 

EV 
販売シェア 
（％） 

バッテリー車
（%） 

プラグイン・ハイブ
リッド車（％） 

中国 579 2.2 81 19 
ノルウェー 62 39.2 53 47 
ドイツ 55 1.6 46 54 
イギリス 47 1.7 29 71 
フランス 35 1.7 75 25 
オランダ 11 2.7 78 22 

フィンランド 3 2.6 16 83 
ポルトガル 2 0.8 100 0 
スウェーデン 20 6.3 21 79 
アメリカ 198 1.2 53 47 
カナダ 17 1.1 52 48 
日本 54 1.0 33 67 
韓国 15 1.3 90 10 

注）国の色分けは、マーケットごと。 

出典：IEA「Global EV outlook 2018」12 より作成 

2017 年世界第 3 位の EV 市場は、北アメリカ(米国・カナダ)で、2017 年は、前年より 26％伸びて
21.5 万台に到達、EV の販売シェアを 1.2％とした（表 3-1、図 3-1）12。アメリカでは、バッテリー車
が 53％、プラグイン・ハイブリッド車が 47％となった 12。2017 年の北アメリカの EV 販売の伸びは、
2016 年の伸びに比べてスローダウンした。これは、テスラ Model3 の生産の遅れによるところが大き
い。2018 年においても、テスラ Model3 の生産量が北アメリカの EV セールスを大きく左右する 13。 

第 4 位の EV 市場である日本は（図 3-1）、2017 年 EV 販売が急増し 5.4 万台となった 12。これは、
2016 年の販売台数の 2.２倍に上る（図 3-2）。EV の販売シェアは、通年で１.0％である（図 3-2）12。
2017 年の日本の EV 販売の増加は、日産新型リーフ（バッテリー車）とトヨタ新型プリウス・プラグ
イン・ハイブリッド車の発売開始によるところが大きかった。 
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図 3-2 2009 年から 2017 年の日本の EV乗用車販売台数とシェアの推移 

 

出典：IEA「Global EV Outlook 2018」12 より財団が作成 

 

３-２ トラックとバスの EV化 

IEA によると、世界全体で中型・大型トラックは、石油由来の運輸用燃料のほぼ 4 分の１を消費
し、運輸部門における CO2 排出も同じく 4 分の１を担っている 4。さらに、2060 年には運輸部門にお
ける輸送トラックの CO2 排出シェアは 3 分の 1 までに高まり、貨物輸送車からの CO２排出は 2030 年
までに乗用車の CO2 排出を上回ると予想されている 4。したがって、トラックからの CO2 排出削減
は、運輸部門の脱炭素化に欠かせない。削減対策としては、貨物の運送システムの効率化と並んで、
トラック車両自体の低炭素化が重要であり、EV 化も大きく期待される対策である 4。 

トラック車両の電動化技術は、近年急速に発展しており、これまで難しいと思われていた大型ト
ラックにおいても電動化の波が押し寄せている。例えば、2017 年 11 月にテスラが大型の EV トラック
SEMI を発表した。発表によると、満充電で 300 マイル(480 キロ)あるいは 500 マイル（805 キロ）走
り、約 36 トンを輸送可能である 14。価格は 15 万ドル（約 1600 万円）とされており、競合するディー
ゼル車との価格差は 1 割程度である。運用コストが 2 割安くなることから、数年で追加コストをペイ
バックできるという 15。大型トラックには、EV 以外にも、バイオ燃料や、水素燃料電池、架線を利用
した電動車、あるいは非接触で電気を送るラインを道路に埋めたシステムなども検討されている 4。こ
れまで、大型トラックの脱炭素技術としては燃料電池車が優位とされていたが、こうした車体価格設
定や運用コストを考えると、大型トラックの電動化も有望なオプションになりつつある 12。 

小型トラックでは、2017 年ダイムラーグループの三菱ふそうが世界で初めて小型 EV トラックの量
産を発表し、セブンイレブンやヤマト運輸がすでに導入を決めている 16。 
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バスは、運輸部門における CO2 排出量のシェアは比較的少ないが、都市の環境対策という面から
EV 化が進んでいる。特に、深圳、北京、天津など中国の大都市における電気バス（E バス）が、急
ピッチで普及している。人口 1300 万人を超える深圳市では、2017 年末に市バス 16,359 台が、すべて
EV になった 17。現在、E バスの世界市場はそのほとんどが中国であり 12、2017 年は 10 万台強の E バ
スが中国で販売された 12。保有台数で見ると、2017 年末に中国の E バスは 37 万台となり、これは世
界の E バス保有台数の 99.5％に上る 12。 

ヨーロッパの大都市においても、ディーゼル車による大気汚染が問題視され、E バスの導入が進んで
いる 18。2017 年には 1,246 台の E バスがヨーロッパで販売された 19*。これは、ヨーロッパの市バス販
売の 10％に当たると言う 19。保有台数は、2017 年に 2,613 台に達した 19。国別で最も導入台数が多
かったのはイギリス（356 台）で、次にオランダ（316 台）、フランス（258 台）と続く 19。バスの運
行会社では、Go-Ahead London が 65 台の E バスを使用しており最大である 19。また、ドイツの
ビィースバーデン市は、ヨーロッパで最初にすべての市バスを電動化することを目標に、今後 4 年間
で少なくとも 220 台のバスを E-バスに買い替えるという 19。 

E バスは、EV と同様（後述 P.15）に購入時の価格の高さから政策サポートなしでは普及が難しい。
中国における急速な普及も補助金によるところが大きい。中国政府は、2009 年からパイロットシ
ティーにおいて補助金の支給を開始し、2015 年には 460 億元（7,820 億円）を E バスのための補助金
として使っている 12。さらに、地方政府が、中央政府と同レベルの補助金を上乗せすることもある 12。
深圳、北京、天津などでは、これらの補助金によって、E バス購入額がディーゼルバスと同等レベルに
なるという 12。しかし、補助金の額は年々削減されている。中国の多くの都市では、バス公共交通シ
ステムをほぼゼロからの建設しており、ヨーロッパや日本、アメリカなど既存の設備（給油等）があ
る場合に比べて、追加コストを低く抑えて E バスの設備を作ることができる 12。 
  

                                                      
* バッテリ、プラグイン、燃料電池、バッテリートローリーバスを含む。 
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ブルームバーグ・ニュー・エナジー・ファイナンス(BNEF)によると、E バスは燃費および整備費が
安いため、バスの車体価格とランニングコストを含めた保有コストでは、現在でもディーゼルバスや
CNG バスより安くなるケースがある 20。例えば、現在 250kWh のバッテリーを積む E バスは、すでに
保有コストでディーゼルバス及び CNG バスよりも安い。また、350kWh の E バスの保有コストは、
ディーゼルバスよりは高いが、CNG バスより安くなっている。2018 年以降、350kWh の E バスと通
常充電施設を含めた保有コストと、110kWh の E バスとワイアレスの給電設備 *を含めた保有コスト
は、ディーゼルバスより安くなると予想されている 20。 

IEA は、現在の各国政府の政策が達成された場合（新政策シナリオ）、E バスは、2017 年の 37 万台
から 2030 年 150 万台まで増えるとしている 12。2030 年までに自動車販売の 30％を EV にするという
目標(EV30@30)を実現する高位シナリオでは、2030 年に E バスは 450 万台に達する 12。 

コラム１ 船舶、航空の電動化 

運輸部門では自動車以外の船舶、航空分野でも電動化が進んでいる。例えば、ノルウェーのコンテナ船
の運行会社 Yara International は、コンテナ船の電動化及び自動化の Yara Birkeland プロジェクトを進め
ている。2020 年には完全自動化された貨物船の運航が始まり、陸上を走る貨物トラックと比べても十分
競争力があるという 21。また、ノルウェーは、2025 年までに電動飛行機のサービスを開始し、2040 年に
は単距離飛行（1.5 時間程度の飛行）をすべて電動化することを計画している 22。 

  

                                                      
* E バスには、大きい蓄電池を積んでより長い距離を走るか、小さい蓄電池を積んで頻繁に給電するかのオプションがある。小さい蓄
電池を積む場合には、頻繁な給電が必要になりワイアレス給電等が必要となる。 
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３-３ 世界の自動車会社の動向 

2017 年、世界でもっとも EV 販売台数の多かったのは、ルノー・日産・三菱アライアンスで 12 万台
弱を販売した（表 3-2）。続くのは、中国メーカーで BYD グループ、BAIC Group、Geely Group であ
る。モデル別では、BAIC EC-Series が 8 万台近くを売り１位、そして、テスラモデル S が 2 位、トヨ
タプリウスプライムが 3 位、日産リーフが 4 位となっている（表 3-3）。中国の自動車メーカーの EV
は、ほとんどが中国での販売となるのに比べ、他の自動車メーカーは世界規模の販売となっている。 

近年、多くの EV 新モデルラインアップの発表があった。これらの発表が達成されると、2025 年ま
でに EV のモデル数が 400 を超え、2500 万台の EV が販売されることになるという 23。EV モデルの拡
大に最も積極的なのは、フォルクスワーゲン（以降 VW）グループで 2025 年までに 80 の EV モデル
（バッテリー車 50 モデル、プラグイン・ハイブリット車 30 モデル）を販売する 24。一方、トヨタは
2020 年代の早い内に 10 車種のバッテリー車モデルを販売することを計画し、ルノー・日産・三菱ア
ライアンスは 2022 年までに 12 車種のバッテリー車モデル、BMW が 2025 年までに 12 車種のバッテ
リー車モデル、ダイムラーが 2022 年までに 10 車種のバッテリー車モデル、ゼネラルモーターズ（以
降 GM）が 2023 年までにバッテリー車 20 モデル以上の販売を計画している 24。 

現在、多くの自動車メーカーは、多額の開発費がかかる割に販売台数の少ない EV から利益を出すの
が難しい状況にあるという。しかし、バッテリーのコスト低下に伴い、2025 年前後には EV の価格が
内燃自動車の価格と同レベルまで下がり（後述 P.28）、EV の利益率も内燃自動車と同レベルになるこ
とが予想されている 25。 

多くの自動車メーカーにとって、中国市場における新エネルギー車（NEV）規制（後述 P.20）が
EV 導入の大きな理由となっている。中国の NEV 規制によると、2020 年に中国で自動車を売るために
は中国における自動車販売台数の 4％前後を EV としなければならない 26。VW グループや GM は、そ
れぞれ世界での自動車販売の 39％、42％が中国における販売である。日本企業では、ホンダが 28％、
ルノー日産が 16％、トヨタが 12％となっている。 

表 3-2 2017 年の EV(バッテリー車、プラグイン・ハイブリッド車)メーカー台数ランキング 

ランク 会社 台数 
1 Renault-Nissan-Mitsubishi 119,195 
2 BYD Group 113,949 
3 BAIC Group 104,536 
4 Geely Group 103,194 
5 Tesla 103,122 
6 BMW Group 103,080 
7 Volkswagen Group 70,314 
8 SAIC group 56,149 
9 GM 55,188 
10 Toyota 50,883 

出典：InsideEVs「Plug-In Electric Car Sales Ranked By OEM For 2017」27 より  
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表 3-3 2017 年 EV(バッテリー車、プラグイン・ハイブリッド車)モデル台数ランキング 

ランク モデル 台数 
1 BAIC EC-Series 78,079 
2 Tesla Model S 54,715 
3 Toyota Prius Prime 50,830 
4 Nissan LEAF 47,195 
5 Tesla Model X 46,535 
6 Zhidou D2 EV 42,342 
7 Renault ZOE 31,932 
8 BMW B 31,410 
9 BYD Song PHEV 30,920 
10 Chevrolet Bolt EV 27,982 

出典：InsideEVs「Plug-In Electric Car Sales Hit Record 173,000 In December」28 より  
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４. 各国の EV普及政策 

現在 EV の普及は、購買時のコスト高や充電に関する課題があり、まだ自立的な普及拡大は難しい状
況にある。しかし、大気汚染対策、気候変動対策、産業対策、エネルギー問題を考えると、EV の普及
は重要であり、各国政府は様々な EV 普及の政策サポートを行っている。EV 普及政策には、新技術
（蓄電池など）の研究開発のサポート、普及率目標の設定、規制・義務化、金銭的インセンティブ
（補助金等）、政府による調達、都市における規制（ナンバープレート等）29 などがある。特に、これ
まで EV は都市の大気汚染、騒音、渋滞、気候変動対策として導入されてきた経緯がある。この影響も
あり、現在 EV の３分の１は、世界の 14 都市（世界の 1.5％の人口）で販売されたことがわかってい
る 30。したがって、都市レベルで、その地域の状況にあった EV の普及策、および充電施設の拡充策を
施すことが効果の高い政策となると考えられる。 

これらの EV 普及政策を導入することで、自動車の関連業界にも国の長期的な EV シフトの方向性が
認識され、EV 普及に向けた長期的な大規模投資が可能になる。政策によって EV の普及が拡大するに
つれて、技術発展、コストの低減が進み、政策のサポートも徐々に不要になっていくだろう。 

 
４-１各国の目標 

EV 施策としては、まず EV の普及率の目標を設定して、政策の方向性とスピードを明確にすること
が重要である。企業にとっても中長期的な計画を立て易くなる。近年、EV 導入の目標設定で画期的な
のは、内燃自動車の販売を禁止する時期を明示すことである（表 4-1）。前述のとおり、人為起源の世
界平均気温の上昇を 2℃未満に抑えるためには、内燃自動車から EV へのシフトをできる限り早く進め
なければならない。EV 技術の発展とコスト低下が予想通りに進めば、現在、内燃自動車を禁止するこ
とが到底不可能に思えても、2040 年前後には環境汚染を引き起こす内燃自動車の販売禁止が常識とな
る可能性は十分にある。 

これまで、イギリス、フランス、ノルウェーなどが内燃自動車を禁止とする時期を発表した（表 4-
1）13。インド政府は、一時期、2030 年に EV 販売を 100%にすると発表していたが、その後、2030 年
に EV 販売を 30％とすることに目標を引き下げた 31。一方、ノルウェー政府は 90 年代から EV 普及の
サポートを行い、2017 年第 4 四半期には EV 販売シェアが 44.3％を超えている 13。ノルウェーの EV
販売シェアが 2010 年に 1％以下 29 だったことを考えれば、2025 年に内燃自動車を禁止するのは十分
可能に思われる。また、BNEF は、イギリスは政府が 2040 年に内燃自動車を禁止しなくても、2040
年頃には EV シェアが 80％（270 万台）近くにまで達すると予想している 13。これを 100％とするため
には、さらに 70 万台の EV を内燃自動車の代わりに販売することになる。 
  



 
 

16 

表 4-1 内燃自動車禁止を発表した国と時期 

国 内燃自動車禁止時期 目標 
フランス 2040 EV 販売 100％ 

アイルランド 2030 EV 販売 100％ 
オランダ 2030 EV 販売 100％ 
ノルウェー 2025 EV 販売 100％ 
スロベニア 2030 EV 販売 100％ 
スリランカ 2040 EV 保有 100％ 
スウェーデン 2045 EV 保有 100％ 
イギリス 2040 EV 販売 100％ 

出典：IEA「Global EV Outlook 2018」12 より 

 

2017 年 9 月には、中国政府高官が中国政府も内燃自動車の生産・販売を禁止する時期を検討してい
ることを公表した 32。また、米国・カリフォルニア州政府は、2025 年までに EV 保有台数を 150 万
台、2030 年までに 500 万台とする目標を決めている 13。 

日本政府は、EV・プラグイン・ハイブリッド車ロードマップの中で、2020 年までに EV および
PHV 車の保有台数を最大 100 万台とする目標を決めている 33。そして、2030 年には新車販売の 20-
30％を EV にするとしている（表 4-2）33。2018 年 5 月には、東京都が 2030 年までに自動車販売にお
けるゼロエミッション車（バッテリー車、燃料電池車など）の割合を 50％にする目標を掲げた 34。 

表 4-2 日本政府による次世代車販売台数に占める割合目標 

 2015 年（実績） 2030 年目標 
従来車 73.5% 30～50% 

次世代車合計 26.5% 50～70% 
 ハイブリッド車 22.2% 30～40% 
 バッテリー車 

プラグイン・ハイブリッド車 
0.27% 
0.34% 

20～30% 

 燃料電池車 0.01% ～３% 
 クリーンディーゼル車 3.6% 5～10% 

出典：EV・PHV 車ロードマップ検討会「報告書」33 より 
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４-２ 燃費と CO2排出規制 

燃費規制、CO2 排出規制の強化は、EV 導入の推進策として効果が高い。燃費規制は、1970 年代の
オイルショックの際に初めて米国で導入された 35。近年、気候変動や大気汚染対策のため、規制値は
ますます厳しくなっている（図 4-1）。ヨーロッパでは、気候変動対策の視点から CO2 排出規制が行わ
れている（km/L の燃費規制と g/km の CO2 排出規制は反比例の関係にあり変換可能。）36。 

図 4-1 過去及び将来の燃費規制および CO2排出規制の推移 

 

注）各国の規制値を ICCT が NEDC(New European Driving Cycle)基準に標準化し、さらに CO2 排出量(g/km)に換算し
て示したもの 37 

出典：ICCT「CO2 emissions from new passenger cars in the EU: Car manufacturers’ performance in 2016」37 より 

EU 政府は、2015 年までに CO2 排出が 130g/km（ガソリン燃費換算 17.8km/L）とする規制を導入
した 36。現在、世界で最も厳しい排出規制水準となる 2021 年までに 95g/km という目標設定をしてい
る（図 4-1、表 4-3）38。さらに、2017 年 11 月には EU の欧州員会が、2025 年と 2030 年の CO2 排出
規制を 2021 年比で 15％、30％削減となる案を発表した 39。 

CO2 排出規制か燃費規制の基準値が、理論的に可能な内燃機関のエネルギー効率を超える場合、あ
るいは EV を導入した方がエンジンの効率を上げる開発費より安く済む場合には、自動車メーカーは
EV を導入して対応することになる 29。もし、EU の 2025 年、2030 年案が採択されると、自動車販売
における EV シェアは 2025 年に 13-18％となるという 40。もし、減少が続くディーゼル車の販売が
2025 年までに 40％落ちると、その代わりに CO2 排出が比較的多いガソリン車の販売台数が増えるこ
とになる。その場合、CO2 排出を基準値以下にするためには、EV の販売比率が 2025 年に 15-21％と
さらに数％上がらなければならなくなる 40。 
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表 4-3 各国 CO2規制値 
 EU 日本 米国 中国 韓国 

目標年 2021 年 2020 年 2025 年 2020 年 2020 年 
規制値（g/km） 95 122 99 117 97 

注）各国の規制値を ICCT が NEDC 基準に標準化し、さらに CO2 排出量(g/km)に換算して示したもの(図 4-1)37。 

出典：ICCT「CO2 emissions from new passenger cars in the EU: Car manufacturers’ performance in 2016」37 より作成 

EU の自動車メーカーに対する CO2 排出規制は、企業平均燃費方式(CAFE: Corporate average fuel 
economy）と呼ばれる自動車メーカーの車種別加重平均を用いた排出量算定方式が用いられている 36。
これにより、自動車メーカーは戦略的に排出削減が行えるとともに、重量の重い車種を多く販売する
自動車メーカー（例えばドイツ車）に対しては配慮がされる仕組みになっている 36。これらの規制
は、日本と異なり（後述 P.19）、EV も含めて自動車メーカーごとの平均 CO2 排出量を計算することに
なっており、EV 普及の原動力となっている。 

米国は、他の国々と比べガソリン価格が安いことから、米国自動車メーカーの平均燃費は低く、結
果として規制値も緩やかであった。また、自動車の種類ごとの基準値に関しても、他の国では重量に
よって分けられているのに対して、アメリカでは車の投影面積（footprint）をベースとしている。こ
れにより大型車の規制を緩め、大型車を好む米国民への配慮を行っている 36。しかし、オバマ前大統
領在任時に、2017 年-2025 年型車に対してより厳しい燃費規制が定められ、2025 年までに乗用車と小
型トラックの平均燃費が 54.5mpg(23.2km/L)とすることとなった 41。この規制値を達成するために
は、米国の自動車メーカーは乗用車販売で EV が 7％、軽量トラック販売で EV が 11％近く必要となる
という試算も出されていた 42。しかし、トランプ大統領は、2022 年－2025 年型車の燃費目標をもう一
度検討するように燃費基準の策定を行う米国運輸省高速道路交通安全局（NHTSA: National Highway 
Traffic Safety Administration）に命じた 43。そして、2018 年 4 月、環境保護庁（EPA）は NHTSA と
共に規制を見直すことを表明している。その後、カリフォルニア州及び他 16 州は排出規制の緩和を行
わないように EPA に対して起訴を起こしている 44。もし、規制値が下げられると EV 普及の政策的イ
ンセンティブが大幅に減少することになる。 

全米で最も自動車台数が多く、その地形や気候条件から大気汚染に悩まされ続けてきたカリフォル
ニア州は、歴史的に世界の排ガス規制をリードしてきた 45。そのため、例外的に連邦規制の Clearn Air 
Act から適用除外され、独自のより厳しい燃費規制値を導入することが許されている。また、他州もカ
リフォルニア州の規制値を選択することができる。しかし、連邦政府によってカリフォルニア州の特
権は破棄される可能性もある 46。先の規制値を決定する際に、連邦政府はカリフォルニア州の燃費規
制を採用することで、米国内で１つの規制値が使われるように調整が行われた。もし、現在の改訂で
連邦による燃費規制値が緩められると、カリフォルニア州の規制値が米国の自動車燃費に大きな影響
力を及ぼすことになり、米国の EV 普及の行方も左右することになる 43,47。 
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世界最大の自動車市場となった中国でも燃費規制が導入されている。2005 年から乗用車に燃費規制
が導入され、2008 年からは商用車にも導入されている 36。まず、2012 年から 2015 年までに、乗用車
の燃費を 6.9L/100km（14.5km/L）とすることが定められた。2015 年の時点で、乗用車平均が
7.02L/100km（14.2km/L）となり、目標はほぼ達成された 35。2016 年から 2020 年の期間では、目標
値が 5L/100km(20km/L)と先進国と同レベルの燃費基準が設定されている 35（図 4-1）。中国では、経
済発展と共に車のサイズも大きくなる傾向があり、平均燃費も下げ止まりつつある 35。特に、多くの
中国系自動車企業では内燃自動車の燃費の改善が進んでおらず、さらに厳しくなる燃費規制を達成す
るために EV の導入が必須となるといわれている 35。 

日本では、省エネ法に基づきトップランナー基準によって、その時の最高の燃費を持つ車両を基準
として燃費目標が設定される 36。これまで、2010 年度、2015 年度、2020 年度を目標として燃費基準
が設定されてきた。自動車メーカーや自動車輸入メーカーは、目標年度までに各社の平均燃費値を基
準値以上にすることが求められる 48。日本でも 2020 年度基準から CAFE 方式が用いられ、各社は各区
分の加重平均で求めた平均値が基準値を上回ればよいので柔軟な戦略をとることができる 48。基準が
未達成となった場合、勧告、公表、命令、罰則（100 万円以下）の措置が取られる 48。EV は、通常カ
ウントされない。例外的に、規制対象車のみでは基準に達成しないが、基準値の 90％まで到達してい
れば EV も考慮される 48。この制度やハイブリット車(HEV)の高い普及率（35.8％）48 によって、2020
年度の基準（ガソリン乗用車：20.3km/L49）は全社平均ですでにクリアされている。 

現在、日本の自動車は、世界トップクラスの燃費を持つ（図 4-1）。しかし、交通セクターの脱炭素
化・大気汚染対策を進めるためには、自動車の電動化をさらに進める必要がある。2025 年に向けた次
期燃費目標の設定の際には、EV を含む包括的で野心的な燃費規制値を設定することで電動化を加速さ
せ、自動車からの CO2 排出を大幅に削減することが重要である。 
 
４-３ ゼロエミッション車（ZEV）と新エネルギー車（NEV）規制 

EV の促進政策で重要な施策に、ZEV(Zero Emission Vehicle)規制がある。ZEV 規制は、世界の排気
ガス規制をリードしてきた米国カリフォルニア州 50 で発展した規制で、カリフォルニア州以外にも 9
つの州（コネチカット、メイン、メリーランド、マサチューセッツ、ニュージャージー、ニューヨー
ク、オレゴン、ロードアイランド、バーモント州）でも施行されてる。これらの州で、販売される軽
量自動車（light duty vehicle）の総数は、アメリカにおける販売台数の 28％に相当する。ZEV 規制
は、州内に一定数以上（2 万台）の車を売る自動車メーカーに対して、一定の ZEV を売る義務を課す
規制である。これは、ZEV の電動航続距離や性能によって車別に異なるクレジットを設定し、各社の
販売台数に一定の割合（2018 年 4.5%、2025 年 22％）をかけて出したポイントを、集めることを義務
づけるものである。2018 年からは、バッテリー車と燃料電池車が１台当たり最大 4 クレジット
(ZEV)、プラグイン・ハイブリッド車が１台当たり最大 1.3 クレジット(TZEV*)となっている。 
  

                                                      
*Transitional Zero Emission Vehicle。ZEV の一区分。 
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例えば、10 万台を売る自動車会社は、2018 モデル年に 2,000(10 万×2%)の ZEV クレジットと
2,500（10 万×2.5%）の TZEV クレジットを集める必要がある（合わせて 4.5％）。4 クレジットの
バッテリー車であれば 500(2,000/4)台と、0.8 クレジットのプラグイン・ハイブリッド車であれば
3,125 台(2,500/0.8)に相当する 51。これまで、ZEV にはハイブリット車もカウントされクレジットを
得ることができたが、2018 年からはハイブリッド車は ZEV としてカウントされなくなることから、
EV へのシフトが一層早まることが予想されている。 

中国も、補助金に変わる EV 普及の政策としてカリフォルニア州の ZEV 規制に似た NEV（New 
Energy Vehicle）規制を 2019 年から導入することを発表した。カリフォルニア州の ZEV 規制と同様
に、ハイブリッド車はクレジットに該当しない。年 3 万台以上の自動車製造あるいは輸入を行うメー
カーが対象となる 52。1 台の NEV から得られるクレジットは、車のタイプ（バッテリー車、プラグイ
ン・ハイブリッド車、燃料電池車など）、電気で走る距離、エネルギー効率の３つの要素により決ま 
る 53。中国で車を販売する会社は、クレジットの NEV の比率を 2019 年に 10％、2020 年に 12％にす
る必要がある 53。バッテリー車、燃料電池車は最大 1 台で 5 クレジット、プラグイン・ハイブリッド
車は 1 台あたり最大 2 クレジット得ることができる 53。 

例えば、2019 年にガソリン車を 10 万台売るためには、400 キロ以上の航続距離を持つバッテリー車
を 2,000 台（100,000×0.1/5）売らなければならない（図 4-2）。あるいは、EV モード航続距離が
50km 以上のプラグイン・ハイブリッド車であれば、5,000 台（100,000×0.1/2）必要となる。要求さ
れるクレジットを得られなければ他社から購入するか、内燃自動車の生産および輸入台数を減らさな
ければならない。それでも、難しい場合には当局が新型内燃自動車の許認可をストップし、罰金を科
される可能性もある 52。これらの政策を通じて、中国政府は自動車販売の内、2020 年までに 7-10％、
2025 年までに 15-20％、2030 年までに 40-50％を EV とすることを目指している 12。 

図 4-2 中国 NEV規制におけるクレジットと航続距離 

 

注）プラグイン・ハイブリッド車の航続距離は EV モードの場合。 

出典：DBJ「EV 化とは：各国の規制動向を踏まえて」53 より  
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４-４ 充電施設の拡充 

EV は、ガソリン車と違いエネルギー(電気)供給の多くが家で行われる 29。すでに、EV 販売が全車
販売台数の 40％をこえるノルウェーの例を見ると、ほとんどの EV ユーザーが家庭か仕事場で普通充
電を行い、次に、公共普通充電、そして、まれに、充電場所を計画して行う長距離運転時に急速充電 *

を使うことがわかっている 29。つまり、EV オーナーのニーズに合わせた充電器の設置が必要となる。
IEA の分析によると、公共の普通充電器は EV15 台に１器のペース、急速充電は EV130 台に１器の
ペースで必要になる 29。現在、日本では EV の台数に対して十分な数の充電施設があることになるが、
充電設備の少ない地域や将来の EV の増加に伴い充電施設も増やしていく必要がある。 

2016 年、世界の公共 EV 充電器は 32 万台を超えた（図 4-3）。その 44％の 14 万台が中国にある
（図 4-3）。日本には、急速、普通合わせて公共充電器が 2 万 3 千台ある（図 4-3）。充電器の規格には
（ソケットの型、通信方法など）はいくつかあるが、日本では、CHAdeMO という直流（DC）を用
いた急速充電規格が使われている。また、CHAdeMO 規格の特徴としては、EV に電気を充電するの
みではなく、系統などに放電できる仕様(V2X)となっている。2018 年 4 月現在、世界に CHAdeMO の
充電器は 18,046 台あり、日本に 7,253 台、ヨーロッパ 6,256 台、アメリカ 2,337 台、アジア 2,018
台、その他 182 台となっている 54。ヨーロッパ・アメリカでは、欧米の自動車メーカーが急速充電規
格 CCS（Combined charging system）を開発し、ヨーロッパ・アメリカを中心に 7,000 台設置してい
る 55。ヨーロッパの EV 充電ステーションは、CCS と共に CHAdeMO でも充電できる設備を備えてい
るところが多い。一方、テスラは、独自の急速チャージ施設を世界に 8,496 カ所設置し、CHAdeMO
とはアダプターを介して互換性がある。そして、中国では、独自の急速充電 GB/T 規格のステーショ
ンが中国を中心に 12 万 7434 カ所ある。 
  

                                                      
* 充電には、40ｋWh のバッテリーを持つ EV（例えば新型リーフ）の場合 85、充電時間が普通充電の 3kW で 16 時間、6kW で 8 時間
かかる。一方、急速充電(50kW)を使うと 80％の満充電までに 40 分ですむ。 
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図 4-3 公共 EV充電施設 

 
 

注）通常・急速充電の両方を含む。 

出典：IEA「Global EV Outlook 2017: Two million and counting」29 より財団作成 

 

４-５ マンションにおける EV充電設備 

共同住宅の戸数は全世帯数の 42％であるにも関わらず、EV・プラグイン・ハイブリッド車のオー
ナーの 90％以上が戸建て住宅居住者であり、共同住宅居住者は 10％未満に過ぎない 56。2015-2016 年
に販売された新築分譲マンションの駐車スペースの内、EV 充電器があるのは 2.1-2.3％となっている
56。特に、マンションの駐車場の 7-9 割を占める機械式駐車場は、現在のところ EV 充電器の設置コス
トが高いことから、普及率が低くなっている 56。現状では、EV 充電器を設置しても、EV 所有者が少
なく使用率が低くなる可能性も高い。既設のマンションでは、新たな充電設備を設置することについ
て管理組合で同意を得なければならないが、費用負担の在り方など導入のハードルが高い。 

この対策として、いくつかの方策が考えられる。まず、既設のマンションは管理規約を改訂するこ
とが難しいことから、建設以前からディベロッパーが EV の充電設備に関する条項を入れておくことが
考えられる 56。また、新築時に、後に EV 充電器を設置しやすくなる工事（配管、200V 電源など）を
行っておくことや 56、充電器設備の公的補助金を継続して行うこと、規制により導入を義務付けるこ
となども検討すべきであろう 56。また、既設分譲マンションには、管理組合による出費なしで充電設
備を設置し、利用者は月々の基本料金と電気代を支払えば充電器を使用できるスキームが開発されて
いる 57。充電器設置の費用は、利用料金に加えて日産など自動車会社からの支援金なども利用する 57。 
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４-６ 補助金、税制優遇 

バッテリーのコスト低下と共に電気自動車の価格も下がりつつある。それでも、EV は同様の性能を
持つ内燃自動車より 100 万円近く高いのが現状である。例えば、2017 年に発売が開始された日産の新
型リーフ（バッテリー車）は、315 万円～399 万円（税込）であるが、ほぼ同サイズの日産シルフィー
（内燃自動車）は 119.2 万円～267.4 万円（税込）となり、リーフより 100 万円強安い。EV は、内燃
自動車に比べて燃料費及びメンテナンスコストが安くなり、これらを含めたトータルの車所有のコス
ト差を、補助金や税制優遇を通じて少しでも小さくすることで EV 普及は促進される。 

昨今の世界の急速な EV の普及は、補助金や減税制度が果たした役割が大きい 58。特に、内燃自動車
と EV の価格差が小さくなればなるほど効果が高い 12。EV 購入の際の補助金の額は国・地方ごとに異
なるが、補助金が高い国では EV 普及率が高い傾向にある（例：中国やノルウェー、表 4-4）。日本で
は、国によるクリーンエネルギー自動車（CEV）補助金 59 があり、2017 年度の CEV 補助金は EV 航
続距離(km)に 1,000 を掛けた額で最大 40 万円となっている。 

コラム 2 新型リーフの補助金 

バッテリー車の新型リーフの場合、航続距離 400km であるから補助金の額は 40 万円である。プ
ラグイン・ハイブリッド車は一律 20 万円であった。自治体独自の EV 補助金を設定しているところ
もある（例えば、2017 年度さいたま市が EV1 台に 5 万円を支給 60）。その他にも、自動車取得税、
自動車重量税、自動車税なども、免税及び減税（エコカー減税）がある。例えば、新型リーフ
（バッテリー容量 40kWh）は、自動車取得税 0 円（通常 99,700 円）、自動車重量税 0 円（通常
30,000 円）、自動車税減税額 2.2 万円であるから、2017 年には新型リーフ購入時に補助金として少
なくとも 551,700 円を支給されたことになる。2018 年度も、EV への CEV 補助金は続いている。 

中国の中央政府の補助金は EV の航続距離(km)、エネルギー効率(kWh/100km)、バッテリーのエネ
ルギー密度(Wh/kg)に応じて設定されている 12。2018 年は 2017 年に比べて航続距離の短い EV とプラ
グイン・ハイブリッド車の補助金が大幅に削減された一方で、航続距離の長い EV は補助金が増額され
た 12。また、バッテリーのエネルギー密度とエネルギー効率が加味されて最終的な額が決まる 12。この
補助金制度により、中国政府が自動車会社により内燃自動車に近い航続距離を持つ EV に投資させよう
としていることがわかる 12。 

また、地方政府も中央政府と同様の補助金を支給している。中国の地方政府の EV 補助金制度は、地
域によって異なる 26。例えば、北京市はプラグイン・ハイブリッド車を NEV と認めていない 26。2017
年に、北京市で EV を購入すると、中央政府から 4.4 万元、北京市から 4.4 万元、総額 8.8 万元（約
150 万円）が支給された 26。EV 価格が 26 万元（442 万円）とすると補助金によって EV の価格が 17
万元強（292 万円）となり内燃自動車の価格の 11 万元（187 万円）に近くなる 26。これに加えて、ナ
ンバープレート規制（後述 P.25）などもあり、EV を選択するオーナーが増加してきた。 

EV 普及のための補助金には、EV 購買時以外にも EV 充電施設の設置の際に申請できる制度もあ 
る 59。日本では、特に普及が必要なマンション、事業所、道の駅、高速道路 SA・PA 等の駐車場に充
電設備を設置する際に補助金が支給されている 59。  
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表 4-4 各国 EV補助金・減税制度 

国 補助金・税制優遇制度など 2017 年 EV販売
シェア 13 

日本 
クリーンエネルギー自動車（CEV）補助金（例：2017 年 40 万円；
日産リーフの場合）、自動車取得税、自動車重量税、自動車税などの
免税及び減税、自治体による補助金。 

1.0% 

中国 中央政府、地方政府の補助金。例：2017 年北京にて 8.8 万元（150
万円; BYD の秦 300 の場合）26。 2.1% 

ノルウェー EV の取得税 10 万クローネ（138 万円）および 25％の付加価値税が
免除 29。 38.5% 

オランダ CO2 排出をベースにした税制。登録税・所有税から免除。 2.2% 

イギリス プラグイン・カー補助金。35％の EV の価格補助（最大 4,500 ポン
ド；67 万円）、自動車税からの免除 61。 1.9% 

ドイツ 自動車税の 5 年間免除。また、購入時に EV 補助金が 4000 ユーロ
（52 万円）付与される 61。 1.5% 

フランス 
EV の補助金として最大で 27％（6,300 ユーロ；82 万円）。自動車税
が減税。ゼロ排出車(ZEV)は、ディーゼル車と交換で最大総額
10,000 ユーロ（130 万円）の補助金。 

1.9% 

アメリカ 米国連邦政府が、EV のバッテリー容量に応じて最大 7,500 ドル(80
万円)の税額控除。州別で税額控除もある。 1.1% 

韓国 

政府によるバッテリー車補助金 1400 万ウォン（140 万円）。プラグ
イン・ハイブリッド車は 500 万ウォン（50 万円）。地方政府による
補助金 300 万ウォン（30 万円）から 1200 万ウォン（120 万円）。
バッテリー車の減税が 400 万ウォン（40 万円）、プラグイン・ハイ
ブリッド車の減税が 270 万ウォン（27 万円）29。 
例：2018 年 1800 万ウォン（コナ EV：180 万円）62 

0.8% 

注）2018 年 5 月時点の試算。 

出典：IEA「Global EV Outlook 2017: Two million and counting」29 などより財団作成 

 
 

４-７ その他インセンティブ 

補助金などの財政政策以外にも規制政策の一部として、世界各国で様々な EV 普及政策が行われてい
る。政策によっては、財政的な負担を抑えて普及率の上昇につなげるのに役立っている。多くの政策
は、都市レベルで行われており、地域のニーズに合わせた形で政策が導入されることで、その効果を
高めることができる。中国の主要都市で効果を上げている施策は、車のナンバープレートの発行制限
を EV に対して緩和することである。これにより、大気汚染対策、渋滞対策、気候変動対策、騒音対策
などを同時に行うことができる 29。また、ヨーロッパの都市では、EV について都市中心部への進入制
限を緩和する政策が行われている 29。これにより、都市部の環境を改善すると同時に、内燃自動車と
比べて EV の付加価値を引き上げることができる。また、多くの都市で、EV に対して道路の通行料
金、駐車場料金、フェリーの無料化などが、行われている。バスレーンや、多人数乗車専用レーン
（HOV: High-Occupancy Vehicle）の使用ができるなどの特権付与も行なわれている 29。 
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公共（団体）あるいは民間による調達も、EV 普及に大きな役割を果たす。これは、EV 市場がまだ
小さいときに、まとまった需要を作り出すことで産業の育成につながると同時に、EV 購買時のコスト
低減に役立つ。また、公的機関が使うことによる宣伝効果も大きい。その組織の従業員や客による普
及効果も期待できる 29。公的サービスを行う車両（ゴミ収集車やバスなど）に導入も各地で行われて
いる。例えば、米国のいくつかの都市（ロサンゼルス、シアトル、サンフランシスコ、ポートランド
など 30 の都市）による公共調達では、乗用車のみならず巡回車、道路清掃車、ごみ収集車に及び、そ
の総数は 11 万４千台を超え、コストを大きく下げることに成功している 29。これらの活動は、民間企
業でも当初は CSR の一部として行われたが、コストが下がれば企業活動の経済性の改善にもつながる
29。 

2009 年にクリーンエネルギー大臣会合で設立された EVI(Electric Vehicles Initiative)は、日本を含む
10 か国（世界 EV 保有台数の 95％）で構成され、世界規模で EV 普及の加速を目指している 29。EVI
は、年 2 回の会合を通じて EV 普及に関する情報の共有を行うと共に、毎年 IEA と Global EV 
Outlook12,29 を発表している。2017 年には、EV30@30 イニシアティブを開始し、2030 年までにバス・
トラックを含む EV 販売を 30％にする共通目標を設定した。また、パイロット都市を選び効果的な EV
普及政策のスケールアップや、成功事例の情報交換などを行っている 29。 

国際 NGO の１つ The Climate Group は「EV100」という活動を開始している。EV100 は、EV へ
のシフトを加速させることを約束する企業が登録し、世界における EV 需要を高めることを目指してい
る。そして、2030 年までに、企業の EV 利用を新しい常識とすることを目標としている。参加企業に
とっては、EV 導入 100%に到達するための対策のアイデアを共有できるという利点がある 63。現在、
20 の企業が登録し、日本からはイオンモール、アスクルが参加している。 
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５. EV普及の将来予測 

５-１将来の EV価格の下落 

EV の将来の価格下落が、EV 普及の鍵を握る。そして、EV の価格は、蓄電池（バッテリー）の技術
発展と価格によって大きく下落すると予想されている。ICCT によると、2017 年の EV 価格の 40％以
上はリチウムイオンバッテリーのコストを占めた 25。このバッテリーのコスト高のため、EV は同クラ
スのガソリン車に比べて 40%以上高い価格となっていた 25。しかし、近年の、EV 販売台数増加によ
り、2017 年にバッテリーの生産量が 2010 年比 164 倍となり、そのスケール効果によって、バッテ
リーのコストは 2010 年に 1000$/kWh から、2017 年には 209$/kWh と 79％下落した(図 5-1)64。 

図 5-1 2010 年から 2030 年の EV用リチウムイオンバッテリー価格の推移 

 

注）ESS は定置蓄電池、E-Bus は電気バス 

出典：BNEF「2017 Lithium-Ion Battery Price Survey」64 より財団作成 

 

BNEF の将来予測では、次のようにバッテリー価格の下落と、EV の技術革新により、大幅な価格
下落が見込めるとされている。 

 バッテリーの生産量と価格は密接に関係しており、2030 年にバッテリーの生産量が 2017 年比
39 倍になると、バッテリーのコストは$70/kWh になると予測されている（図 5-1）64。 

 バッテリーのエネルギー密度が高くなると、同じ容量(Wh)のバッテリーでも重さが軽く済むた
め、EV のエネルギー効率が高まることになる。バッテリーのエネルギー密度は急速に改善して
おり、その傾向はバッテリーの化学材料の改善や蓄電池パックの最適化などを通じて、これか
らも続くことが予想される 65。 
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 中型クラスの EV はエネルギー効率が、2017 年から 2030 年に 14％改善する 66。すると、中型
EV が必要な航続距離（402km）をカバーするバッテリー容量が、2017 年に 76kWh から 2030
年には 60kWh となり EV のコスト低減につながる 66。 

 大量生産が進むと EV の車体やシャーシのコストの低減が期待できる 65。 

一方、内燃自動車は、ますます厳しくなる排出規制対応のため、2017 年から 2025 年まで価格は 2％
から 3％程度高くなると予想されている 25。その結果、2025 年前後に EV の価格は、同じクラスの内
燃自動車より価格が安くなる(図 5-2)25,67。そして、遅くとも 2030 年までに、ほぼすべての乗用車のタ
イプにおいて、EV の方が内燃自動車よりも安くなるという 65。そして、2030 年には、EV は内燃自動
車より平均で 12％安くなる 65。 

他の予想算定を見てみると、ICCT は、BNEF と同様に 2025 年前後に EV の価格はガソリン車より
安くなるとしている 25（図 5-2）。一方、スイスに本拠地を置く金融機関 UBS は、走行中の燃料代も含
めた総コストにおいて、2023 年にヨーロッパで内燃自動車と EV の価格が同じになると予測している
68。IEA は、ヨーロッパにおいて、2030 年までに内燃自動車より EV の価格の方が総コストで安くな
ると見積もっている 29。他の地域では、価格差は小さくなるが、2030 年の時点で EV の方がまだ高い
と見積っている 29。つまり、UBS と IEA は、BNEF や ICCT より EV 価格の下落には時間がかかると
算定している。 

図 5-2 バッテリー車とガソリン車のパーツごとの OEMコスト 

 
注）バッテリー車の年の下の値はバッテリパックのコスト。2025 年は二つのコスト（$130/kWh と＄100/kWh）で

見積もっている。 

出典：ICCT「Power play: How governments are spurring the electric vehicle industry」25 より 
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５-２ EV普及の将来予測 

将来の EV 価格の下落、航続距離の増加、充電時間の減少、充電施設の増加によって、EV 普及の課
題が解消されると、EV の購買メリット（二酸化炭素・汚染物質排出ゼロ、乗り心地、自動運転との親
和性、経済性、蓄電池のエネルギーリソース）が内燃自動車のそれを上回り、2025 年前後から急速な
EV 普及へと繋がっていく 25,67。言い換えれば、EV と比べて内燃自動車を買う理由が 2025 年前後から
急減する。 

IEA は、世界平均気温の上昇を 2 度で抑える 2 度シナリオ（2DS）と、2℃未満（1.75 度）で抑える
シナリオ（B2DS）において、EV の普及予測を行っている 4。２DS では、2030 年に世界の乗用車等の
保有台数の 11％が EV になると予測している 4。B2DS では、2030 年に 14％が EV になると予測して
いる（図 5-3、表 5-1）4。 

図 5-3 2010 年から 2060 年の世界の乗用車等における EV保有比率（％） 

 

出典：IEA「Energy Technology Perspectives 2017」4 より財団が作成 

一方、BNEF よると、2030 年に世界新車販売の 28％が EV となる（表 5-1）。そして、世界の EV 保
有台数のシェアは 2030 年に 9％となる 67。主要マーケットごとに見ると、世界最大市場である中国で
は、2030 年に EV 年間販売台数が 1,154 万台（EV 率 41％）、そして、アメリカで 599 万台（EV 率
34％）、イギリス 111 万台、ドイツ 155 万台となっている。一方、日本は、2030 年に 77 万台（EV 率
17％）と予想されている 67。 

イギリスに本拠地を置くエネルギー企業である BP の標準シナリオ 69 によると、2030 年に世界自
動車販売の 12％が EV になるとしている（表 5-1）。また、BP は 2040 年に世界全体で内燃自動車が販
売禁止になるというシナリオについても試算を行っており、その場合 2030 年の EV 販売は、35％にな
る 69。そして、2040 年に、世界で内燃自動車は販売禁止となり、石油の使用が 2016 年比 48％減とな
ると予測している 69。車の耐久年数が 10 年前後であることを考えと、このシナリオにおいて内燃機関
自動車は 2060 年ごろにほぼ無くなり、EV 保有台数においても EV 100％となる。つまり、2060 年前
後に乗用車等からの走行時の CO2 排出をほぼゼロとできる。 
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上記 3 つの組織による世界の EV 普及予測・シナリオによると、これから数十年に亘って EV の普及
が急進展する。特に、2030 年までの普及予測は比較的一致し、自動車保有台数の内、5％-14％程度が
EV になるとされている（表 5-1）。EV の普及は、前述の通り EV の価格、つまりバッテリー価格に大
きく影響される。そして、そのバッテリー価格は普及台数に影響されるため、自動車からの CO2 排出
を少しでも早く減らすためには EV の早期普及を目指し、各国政府・地方自治体が政策を通じて EV の
導入を加速させることが重要である。 

表 5-1 世界の EV普及予想・シナリオの比較 
予想・シナリオ 2020 2030 2040 2060 

IEA-2DS4 保有の 2％ 保有の 11％ 保有の 24％ 保有の 60％ 
IEA-B2DS4 保有の 2％ 保有の 14％ 保有の 36％ 保有の 84％ 

BNEF67 
販売の 3％ 
保有の 1％ 

販売の 28％ 
保有の 9％ 

販売の 55％ 
保有の 33％ 

 

BP-標準 69 
販売の 2％ 

保有の 0.6% 
販売の 12％ 
保有の 6% 

販売の 25％ 
保有の 16.4% 

 

BP-2040 禁止 69 販売の 2％ 販売の 35％ 販売の 100％  

注）乗用車等販売・保有台数における EV 率（％） 
出典：BNEF「Long-term electric vehicle outlook 2018」67、BP「BP Energy Outlook 2018」69、IEA「Energy 

technology perspectives 2017」4 より財団が作成 

 

５-３ 2℃未満シナリオにおける乗用車等の EV化 

IEA は、世界平均気温上昇が 2℃未満で収まる(B2DS)ために必要な自動車の脱炭素化・電動化のレ
ベルを見積もっている（図 5-4）。この B2DS では、エネルギー起源の CO2 排出が 2060 年にネットゼ
ロとなる 4。乗用車等からの CO2 排出を減らすためには、コンパクトシティー化など都市設計を通じ
て交通サービスを減らし、CO2 排出の少ない鉄道などにシフトを促す必要がある。同時に、EV 化、エ
ンジンの効率改善による大幅な燃費の改善も必要である 4。世界平均気温の上昇を 2℃未満に抑えるた
め（B2DS）には、2020 年に世界全体で自動車保有台数の 0.9％がプラグイン・ハイブリッド車、
1.3％がバッテリー車、0.05％が燃料電池車となる必要がある（図 5-4）。また、2040 年には、内燃自
動車の保有台数は現在の半分以下になり、EV は 39％、燃料電池車が 1.2％、そして、ハイブリッド車
が残りである（図 5-4）4。 

内燃自動車とハイブリッド車は、B2DS において 2035 年でも、まだ自動車保有台数の半分以上を占
める。つまり、運輸部門からの CO2 排出を減らすためには、EV 化の加速のみならずエンジンの燃費
を改善することも短中期的に重要である。IEA によると、これからの 20 年間でガソリン車、ディーゼ
ル車は、燃費を 32-37％改善する必要がある 4。必要な技術は、空気抵抗が少ない車体、軽い車体、摩
擦の少ないタイヤ、エネルギー効率の高いエンジンなどが考えられる 4。いくつかの技術は、もちろん
EV にも転用できる。内燃自動車と EV の中間に位置するハイブリッド車の導入も燃費改善には重要な
ステップである。ハイブリッド車は 2030 年頃までは急速に導入され、それ以降は、バッテリー車が急
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増することによってハイブリッド車・内燃自動車は数を減らしていく 4。また、都市に比べ一台当たり
の走行距離が長い地方においては、プラグイン・ハイブリッド車の担う役割がしばらく続き、2030 年
頃に世界の乗用車等の販売の 10％程度がプラグイン・ハイブリッド車になると予想される 4。それ以
後、プラグイン・ハイブリッド車のシェアはしばらく変わらない 4。また、プラグイン・ハイブリッド
車は電気で走る比率を上げていく必要がある。B2DS のシナリオでは、プラグイン・ハイブリッド車は
2020 年に電気で 50％、2030 年には 80％走るようになると想定している。 

運輸部門において、長期的にもっとも重要な脱炭素化技術は EV であるが、その他にもバイオ燃料を
含む低炭素燃料や、低炭素で作られた水素を使う燃料電池車(FCEV)がある 4。燃料電池車は、高コス
トの水素発生施設やインフラ建設のリスクから、2060 年においても普及は限られると見込まれている
（図 5-4）4。 

図 5-4 世界平均気温上昇が 2℃未満（B2DS）とするための 2060 年までの乗用車等の保有車別台数 

 
出典：IEA「Energy technology perspectives 2017」4 より財団が作成  
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６. EV充電と電力システム 

EV 充電の電力系統への影響を検討するためには、将来の EV の電力需要を知る必要がある。現在、
日本には 6000 万台を超える乗用車がある 70。これが、EV に徐々に置き換わるとすると、EV が乗用車
保有台数の 30％で 1800 万台、50％で 3000 万台、100％で 6000 万台となる。1 台当たりの年間走行距
離が１万キロ、EV の電気効率（電費）を 7km/kWh と想定すると、EV の年間消費電力は、EV30%で
年 26TWh、EV50%で 43 TWh、EV100%で 86TWh となる。これは、2016 年の日本の総発電量
946TWh と比べても、それぞれ 3%、5%、9 %に過ぎない。このため、これから人口減少および電力
需要の減少が予想される日本では、EV のためのエネルギー供給は問題なく行うことができると予想さ
れる 29。しかし、EV 充電のタイミング、場所、充電の種類によっては問題が起こる可能性がある 29。 

配電レベルでは EV のホットスポット（EV 所有が集中した地区など）において電線や変圧器の過負
荷や、電圧降下が起こる可能性がある 29。また、電力システムのオペレーターレベルでは、電力ピー
ク時に EV 充電が重なることによって、さらなる周波数調整や電力の供給が必要になる。電力市場レベ
ルでは、高い需要があるにも関わらず発電容量が少ない時に、EV 充電のピークが重なると電力価格の
上昇が起こる可能性がある。過度な系統増強などの追加投資を避けつつ、これらの問題を解決するた
めには、充電のタイミングをコントロール（スマート充電）することが必要となる 29。 

スマート充電は、EV を電力系統にスムーズに統合し、EV バッテリーをエネルギーリソースとして
活用することを可能にする 29。スマート充電には、電力価格シグナル、充電制御シグナル、充電状況
の情報を通信する情報コミュニケーション技術（ICT）のインフラが必要である。リアルタイムの電力
価格シグナルは、EV の充電のタイミングを動かし、ピークの負荷を下げるインセンティブを提供す
る。しかし、価格シグナルには、系統の状況、特に配電網の状況を反映していないので、電力系統の
オペレーターが系統の状況をモニターし、必要に応じて充電制御シグナルを使って EV 充電をコント
ロールすることが必要になる。さらに、EV を電力系統で活用するためには、アグリゲーションを行う
ビジネスモデルが成り立つような電力市場の整備を行うことが重要である 29。 

また、EV バッテリーの充放電を ICT で束ねることで、電力系統に必要な周波数制御や瞬時予備力
（アンシラリーサービス）を提供することができる(V2G: Vehicle to Grid、図 6-1)71,72。また、事実上
の発電所（VPP: Virtual Power Plant）として活用することも可能である。EV オーナーは、アンシラ
リーサービスを提供することで電力系統側から年 4 万円程度 *の対価を得ることができるという 71。ま
た、EV のバッテリーは、V2G に使用することで満充電状態の時間を減らすことができ、使い方に
よってはバッテリーの劣化の抑制につながるという 73,74。 
  

                                                      
* アンシラリーサービスの費用を発電・送電コストの約 10％、EV が 2800 万台と想定されている 71。 
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図 6-1 Vehicle to Grid (V2G) 

  

出典： fleetcarma75 

EV は、バッテリーから家庭に電気を供給することも可能である(V2H : Vehicle to Home)。災害時や
停電の際などに、数日間にわたって EV から家庭に電気を供給できる。例えば、日産リーフの場合、
バッテリーは 40kWh の容量があるので、満充電であれば家庭に 2-4 日間電気を供給することができ
る。また、EV のバッテリーは、定置蓄電池と同様に太陽光発電（PV: Photovoltaics）の変動を吸収し
自家消費を増やすことができる（コラム３）。 

また、EV のバッテリーは、容量が 80％近くまで劣化すると交換となる。使わなくなった EV の中古
蓄電池は、定置蓄電池としてまだ十分に使用できるため、自然エネルギー導入のためのリソースとし
て活用されている。例えば、セブンイレブンは店舗の駐車場、カーポートなどに太陽光パネルを設置
し、トヨタプリウス 10 台分の中古蓄電池（20kWh）と新規の蓄電システム（176kWh）を使って昼間
発電された電気を蓄え、その電気を夜間に使い、省エネと共に店舗の使用電力の 46％を自然エネル
ギーで賄うことことを計画している 76。 

現在、日本には 6,000 万台を超える乗用車があるが 70、一日の乗用車の平均稼働時間は５％程度と少
ない 77。そのため、それ以外の空き時間は大いに利用するポテンシャルがある。将来、すべての車が
EV になり系統で利用可能（V2G: Vehicle to Grid; １台当たり 40kWh, 6kW と想定）と想定すると、
EV が供給できるパワーは 360GW となる。これは、2015 年の日本の最大電力 153GW の 2.4 倍 78、年
平均発電電力 101GW79 の 3.6 倍である。また、満充電時の際のバッテリーの保有エネルギーは 24 億
kWh と、日本の 1 日の平均消費電力量 25.4 億 kWh（2015 年）79 に相当する。つまり、ほぼ丸 1 日
EV によって日本全体に電気を供給することができることになる。仮に、この容量の大型蓄電システム
(25.4 億 kWh)を導入しようとすると 170 兆円（2017 年の大型蓄電池システムのコストは
$631/kWh80）の投資が必要となる。つまり、EV のバッテリーを活用することで、自然エネルギーへ
のシフトに必要な蓄電コストを大幅に削減することが可能となる。 
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コラム 3 EVバッテリーを家庭の蓄電池として使う（V2H） 

現在、家庭用定置蓄電池は高価で、その中では格安とされるテスラのパワーウオール
（13.5kWh；承認中）でも設置費込みで 90-100 万円必要とする 81。そこで、車の買い替え時に EV
を購入し、同時に、例えば V2H システム (ニチコンの標準システム 82；58 万円＋設置費 10 万円前
後: 2018 年秋には系統連結が可能で 2 割安い新モデルが販売予定。)を購入することで、大容量の蓄
電池（日産リーフは 40kWh）を持つ PV+EV システムを家庭に構築できる。すでに、日本では
7,000 基以上の V2H システムが活用されている 83。 

家庭で EV をバッテリーとして活用（V2H）した時に、太陽光発電（PV）システムと組み合わせ
て、どの程度電力自給できるか試算を行った。東京（35.7 °N, 139.8°E）の気象条件で、4kW の
PV があれば、バッテリーの半分の容量（20kWh）を使って 1 年間の家庭の消費電力（年間
4,980kWh）と EV 走行（1 万キロ）に必要な電力の合計の 59％を供給できる。6kW の PV があれ
ば、73%を供給できる（図 6-2）。図は、自家消費の割合が高い 5 月を示しているが、1 週間のうち
2 回、グレーの部分だけが系統からの電力供給が必要で、あとは PV の電力で自給できる。将来的に
は、数十世帯のルーフトップ PV と数十台の EV をマイクログリットで繋ぎ、ブロックチェーンで世
帯間の電力融通を行い地域内の電力を賄うことも考えられる。 

図 6-2 PV+EVシステム（V2H）を用いた際の、PV、電力系統、EV バッテリーから家庭への電力供給 

 
注）図は、NREL(National Renewable Energy Laboratory)の数値モデル SAM(System Advisor Model)84 を使って

25 年間（PV モジュールの寿命）１時間毎の計算を行ったものの一部である。PV は 6kW、EV バッテリーは 20kWh
（40kWh バッテリーの半分）を使った試算で、気象データは、2003 年の 1 年間の実測値を用い、25 年間繰り返し
使っている。試算値は、25 年間の合計値である。図で示した 5 月は、電力需要が少ない上に発電量が多く、自家消
費の割合が高くなる時期である。バッテリーは自家消費を最大化する様に使用し、バッテリー充電は PV からのみ
行っている。週末の午後は、PV から EV バッテリーに充電ができない設定である。家庭の電力需要は、SAM によっ
て気温の変動等を考慮して、一般家庭の需要変動を計算している 84。PV モジュール、バッテリーの劣化、電気のロ
スを考慮している 84。 

出典：自然エネルギー財団 
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７. まとめ 

自動車は、これから 10 年、20 年の間に大きく変わる。EV 化、自動化により、タクシーやシェア
サービスが拡大・普及し、価格も格段に安くなり、いろいろな場所へもっと行きやすくなるであろ
う。高齢化や、過疎化が進む日本にとって、欠かすことのできない技術がもうすぐに社会に到着しよ
うとしている。電気自動車は、内燃自動車に比べ、燃料が安く、音も静かで、運転の操作性も良い。
そして、走行時の公害物質も CO2 の排出もない。現在の EV のコスト高、航続距離の短さ、充電時間
の問題が解決された時、急ピッチな EV シフトが起こり、2040 年前後にはガソリン車の販売禁止が多
くの国で行われる可能性も十分ある。 

現在、EV はコスト高と技術的な問題により普及には様々な政策サポートが必要である。補助金は、
もっとも効果的な方法ではあるが普及が進むと財政負担が大きくなるため、他の政策も動員しなけれ
ばならない。ヨーロッパは、自動車の CO2 排出量を厳しく規制し、カリフォルニア州や中国では、
ZEV・NEV 規制を通じて自動車メーカーに EV 販売の義務付けを行っている。また、大気汚染や渋滞
に悩む都市部では、ナンバープレートを EV に優先配分し、バスレーンなどの使用を EV には許可する
などして EV の付加価値を高めている。ノルウェーでは、有料道路やカーフェリー、駐車場を EV に無
料にすることにより、EV オーナーに大きなメリットを提供している。 

EV 普及には、充電設備の拡充も欠かせない。現在、9 割近くの EV オーナーが 1 戸建てに住み、EV
の所有は充電設備を家に確保できる人々に限られている。しかし、日本では 4 割近くの世帯がマン
ションなど集合住宅に住んでいる。EV の普及を促すためには、集合住宅への EV 充電施設を整備する
ビジネスモデルを、なるべく早く確立しなければならない。また、公共の充電設備においても EV の普
及の数に応じて増やしていく必要がある。 

EV の消費電力は、2030 年まで日本の電力需要の数％に過ぎず、人口減少が予想される日本にとっ
てそれ自体は大きな問題とはならない。しかし、EV 充電は、場所と時間によって局所的に問題を引き
起こす可能性も指摘されており、充電をコントロールするシステム（スマート充電）を整備すること
が喫緊の課題である。スマート充電は、EV 充電のネガティブな問題を解決するだけではなく、自然エ
ネルギーの導入拡大のためにもデマンドレスポンスを働かせる道具として重要になる。 

電気自動車は、自然エネルギー導入にも大きな役割を果たす。これから、太陽光発電や風力発電の
比率が高くなればなるほど、その変動電源を電力システムに取り込むコストが高くなる。その時、大
容量の蓄電池を持つ EV を V2G を通じて活用することにより、追加的なコストを最小限に抑えながら
自然エネルギーの導入を進めることができる。 

これまで、日本の自動車メーカーは、世界に先んじて環境新技術を自動車業界に導入し世界に貢献
してきた。しかし、これからは、自動車の環境に対してネガティブな部分を最小化する技術だけでは
なく、世界の脱炭素化に欠かせない自然エネルギーの導入を助ける大切な技術としての自動車を発展
させ、貢献することが求められている。 
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